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 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall have Grade A Manufac‑

ture of product or have Grade A offer of

services etc, in terms of the Qualification

for participating in tenders by Ministry of

Internal Affairs and Communications (Sing‑

le Qualification for every ministry and

agency) or JAPAN POST INSURANCE

Co., Ltd.  qualification

 Contact point for the notice : Kazuo Ho‑

riuchi, General Affairs Department, JA‑

PAN POST INSURANCE Co., Ltd. Ote‑

machi Place Westtower 31 Otemachi
2chome Chiyoda‑ku Tokyo 1008794 TEL
0334772581

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年 11 月 15 日

首都高速道路株式会社
代表取締役社長 宮田 年耕

◎調達機関番号 420 ◎所在地番号 13
１ 工事概要等
 品目分類番号 41
 工事名 （修）上部工補強工事１211
 工事場所 東京都港区南麻布二丁目、東京
都港区芝浦一丁目、東京都港区東麻布一丁目
他

 工事内容 鋼桁橋におけるコンクリート片
剥落防止工、恒久足場設置工、外装板撤去工、
き裂・腐食の補修補強工、支承取替工、塗替
塗装工、高欄塗装工、既設橋脚取替工、支承
設置工及びダンパー設置工
 高速２号目黒線
１）コンクリート片剥落防止工
約9800

２）恒久足場設置工 約3000
３）外装板撤去工 約1900
４）き裂補修・補強工 約220箇所
５）腐食補修・補強工 約15箇所
６）支承取替工 88基（24支承線）
７）塗替塗装工（桁部） 約106500
８）塗替塗装工（脚部） 約12800
９）仮設工 約26400
10）実施設計 一式

 高速都心環状線
１）高欄塗装工（浜崎橋付近） 約80
２）塗替塗装工（浜崎橋付近） 約2400
３）コンクリート片剥落防止工（浜崎橋付
近） 約30
４）既設橋脚取替工（赤羽橋付近） １基
５）支承設置工（赤羽橋付近） １基
６）ダンパー設置工（赤羽橋付近） ４組
７）実施設計 一式

 工期 契約締結日の翌日から1470日間
 その他
 本工事は、入札参加希望者が提出する技
術資料を評価して入札参加者を選定し、次
に入札参加者から詳細工事費内訳書を求
め、交渉を行った後、競争入札により価格
と価格以外の要素を総合評価して落札者を
決定する技術提案価格交渉方式（複数者交
渉Ｂタイプ）の試行対象工事である。
 技術提案の範囲は、以下のとおりとする。
・工事目的物（構造種別、主要部材の形状
寸法等）の変更を伴わない範囲とする。

 本工事は、競争参加確認申請書の提出、
入札等を電子入札システムで行う対象工事
である。ただし、電子入札システムにより
がたいものは、発注者の承諾を得て紙入札
方式に代えるものとする。また、紙入札の
承諾に関しては５に掲げる事務の担当部
局に紙入札方式参加承認申請書（電子入札
留意事項様式１）を提出するものとする。
 本工事は、施工箇所が点在する工事であ
り、「南麻布地区」（目11～目74、目99～目
115）、「芝浦地区」（浜崎橋付近）、「東麻布地
区」（赤羽橋付近）ごとに共通仮設費及び現
場管理費を算出する「施工箇所が点在する
工事の積算」を適用する工事である。
 技術資料は、持参により提出すること。
 その他については、電子入札留意事項に
よることとする。

２ 競争参加資格
 首都高速道路株式会社の契約規則実施準則
（平成23年準則第１号）第73条の規定に該当
しない者であること。（詳細は「入札説明書」
に記載）。
 首都高速道路株式会社における「道路保全
土木工事」に係る平成29・30年度の競争参加
資格の認定を受けている単体又は２者の共同
企業体であること。なお、会社更生法（平成
14年法律第154号）に基づき更生手続開始の

申立てがなされている者又は民事再生法（平
成11年法律第225号）に基づき再生手続開始
の申立てがなされている者については、手続
開始の決定後、首都高速道路株式会社におけ
る「道路保全土木工事」に係る平成29・30年
度の競争参加資格の再認定を受けている単体
又は２者の共同企業体であること。
 平成15年度以降に、以下に掲げるすべての
工事完工実績（元請けに限る。）を有すること。
ただし、同一工事ですべての工事完工実績を
有する必要はない。なお、共同企業体の構成
員（代表者を含む。以下同じ。）としての実績
は、出資比率20％以上の場合のものに限る。
 単体又は共同企業体の代表者
 鋼道路橋における支承交換工事
 鋼道路橋における鋼上部工又は鋼橋脚
のき裂損傷に対する補修・補強工事
 市街地（ＤＩＤ相当）における往復４
車線以上の道路上において車線規制して
行う工事（ここでＤＩＤとは、人口密度
4000人／km２以上で5000人以上が集
まっている地域である。以下同じ。）

 共同企業体の代表者以外の構成員
・鋼道路橋における上部工又は橋脚の補
修・補強工事

 下記の期間Ａ、期間Ｂについて、次に掲げ
る基準を満たす専任の主任技術者又は専任の
監理技術者、現場代理人（以下「配置予定技
術者」という）及び設計管理技術者及び設計
照査技術者を契約締結日の翌日までに本工事
に配置できること。なお、主任技術者又は監
理技術者は、現場着手日の前日までの期間に
ついては、必ずしも専任を要しない。現場着
手は、平成31年６月26日（水）を予定してい
る。
また、元請自らが工場製作を行う場合に限
り、工程上一定の区切りと認められる時点(期
間Ａ、期間Ｂが切り替わる時点)において、
主任技術者又は監理技術者の途中交代を認め
る。
期間Ａ：準備期間等、現場が稼働していな

い期間、および足場等仮設備の設
置作業期間や仮設備内での調査期
間
平成31年３月27日（水）から平成
31年８月31日（土）まで

期間Ｂ：目的構造物に係る工事が行われて
いる期間
平成31年９月１日（日）から工期
末まで

 期間Ａ、期間Ｂに配置する主任技術者及
び監理技術者は、以下のア～ウのいずれか
の要件を満たすこと。
ア 建設業法（昭和24年法律第100号）第
27条及び建設業法施行令（昭和31年政令
第273号）第27条の３の規定による技術
検定のうち、１級土木施工管理に関する
検定種目に合格した者（以下「１級土木
施工管理技士」という。）
イ 技術士法（昭和58年法律第25号）第６
条及び技術士法施行規則（昭和59年総理
府令第５号）第11条の規定による第二次
試験のうち、建設部門に合格し、かつ、
同法第32条の規定により技術士登録簿に
登録を受けた者（以下「技術士（建設部
門）」という。）
ウ ア、イと同等以上の資格を有するもの
と国土交通大臣が認定した者

 監理技術者は、建設業法第26条第２項に
規定する技術者であり、競争参加資格確認
申請書の提出時に監理技術者資格者証及び
監理技術者講習修了証を有する者であるこ
と。
 期間Ａにおいて、配置予定技術者のうち
少なくとも１名は、平成15年度以降に次に
掲げる工事の経験を有する者であること。
なお、工事の経験における従事役職は問わ
ない。
・市街地（ＤＩＤ相当）における往復４車
線以上の道路上において車線規制して行
う工事
なお、上記工事は平成15年度以降に単
体又は共同企業体として完工した実績
（元請に限る。）とし、共同企業体の構成
員（代表者を含む。以下同じ。）としての
実績は、出資比率20％以上の場合のもの
に限る。

 期間Ｂにおいて、配置予定技術者のうち
少なくとも１名は、平成15年度以降に次に
掲げるすべての工事の経験を有する者であ
ること。ただし、同一工事ですべての工事
の経験を有する必要はない。なお、工事の
経験における従事役職は問わない。
 鋼道路橋における上部工又は橋脚の補
修・補強工事
 市街地（ＤＩＤ相当）における往復４
車線以上の道路上において車線規制して
行う工事
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